
                                                               （様式１）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　文書番号
                                                平成　　年　　月　　日
国土交通省
国土技術政策総合研究所長　　殿
試　験　研　究　依　頼　書
国土交通省受託事務処理規則により、下記のとおり試験研究を依頼する。
記
 　　  　   １．試験研究事項          別紙のとおり
２．試験研究の実施場所      国土交通省国土技術政策総合研究所横須賀庁舎

                              　　   （　記　入　例　）
	　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○○○○第○○○号
                                                          平成○○年○○月○○日
    国土交通省
　　　国土技術政策総合研究所長　　殿

	

	
	
	依頼者は（様式２）の「債務者」欄と一致させて下さい。


	                                         　
　○　○　県　知　事
                                       　　  　　
	 印
	
	
	

	
	
	 
	
	
	

	
	
	
	
	

	                                        　　　
                           試　験　研　究　依　頼　書
       国土交通省受託事務処理規則により、下記のとおり試験研究を依頼する。
                                       記
１．試験研究事項           別紙のとおり
２．試験研究の実施場所     国土交通省国土技術政策総合研究所横須賀庁舎
	
	

	
	
	

	
	


                                                                   　（様式２）
      別　紙
	研修コース
	
	

	研修期間
	平成     年     月     日　から
平成     年     月     日　まで
	

	フ　リ　ガ　ナ
研修志望者氏名
	
	男・女
	

	職名
	
	

	メールアドレス
	
	

	所属及び住所
ＴＥＬ
	〒
TEL：
	

	研修に関連する経験年数
	　　　　　　　年
	

	生年月日（満年齢）
	昭和・平成　　年　　月　　日（満　　歳）
	

	宿 泊 の 要 否
	要（　　月　　日～　　月　　日）・　否
	

	債　務　者
住所及び債務者名
	〒
	

	納入告知書郵送先
住所・名称又は宛名
	〒
	

	事務担当者の住所・氏名
ＴＥＬ・ＦＡＸ
Ｅ－ｍａｉｌ
	〒
TEL：
FAX：
E-mail：
	


                                 （　記　入　例　）
      別　紙
	
	研修コース
	研修（○○○○○コース）
	  　
  　

	
	研　修　期　間　
	平成○○年○○月○○日　から
平成○○年○○月○○日  まで
	

	
	フ　リ　ガ　ナ
研修志望者氏名
	ｺｸ ﾄﾞ　ﾀ ﾛｳ
国土　太郎
	㊚・女

	

	
	職　　　　　　名
	設計係長
	

	
	メールアドレス
	研修志望者の職場メールアドレスを記入
	

	
	所属及び住所
ＴＥＬ
	〒○○○－○○○○
○○県○○市○○○○－○－○
○○県○○○部港湾課
TEL：○○○（○○○）○○○○
	

	
	
	
	
	研修期間中のみ宿泊できます。
研修期間の前泊及び後泊については、原則として宿泊受入は行っておりません。やむを得ない場合はご相談下さい。

	
	研修に関連する経験年数
	○年
	
	

	
	生年月日（満年齢）
	昭和○○年○○月○○日（満○○歳）
	
	

	
	宿泊の要否
	
	
	

	
	
	  要（○○月○○日～○○月○○日）･　否
	
	
	

	
	債　務　者
住所及び債務者名
	  〒○○○－○○○○
○○県○○市○○○○－○－○
	
	

	
	
	
	

	
	
	     ○○県知事（組織の長）※氏名は無記名　
	
	
	                   

	
	納入告知書郵送先
住所・名称又は宛名
	  〒○○○－○○○○
○○県○○市○○○○－○－○
	
	

	
	
	    ○○県○○部港湾課港湾庶務係　○○○○
	
	
	

	
	事務担当者の住所・氏名
ＴＥＬ・ＦＡＸ
Ｅ-mail
	  〒○○○－○○○○
○○県○○市○○○○－○－○
○○県○○部港湾課港湾計画係  ○○○○
	
	

	
	
	TEL：○○○－○○○－○○○○
FAX：○○○－○○○－○○○○
　E-mail：○○○○@○○○○.○○.○○.jp
	
	

	
	
	
	
	

	
	同じ組織（都道府県、市町村、株式会社など）から複数の研修員参加があれば、納入告知書をまとめて一枚で発行します。そのため、「債務者」は組織の長とし、研修及び研修員によって宛名が変わることのないよう統一して下さい。（例えば､A研修に参加のaさん『○○県知事』・bさん『○○県知事』、B研修に参加のcさん『○○県知事』等となるように）
また、組織の長の氏名が途中で変更となる可能性があるため、無記名として下さい。
	

	
	「納入告知書郵送先」は、納入告知書（経費の請求書）の宛名となります｡納入告知書の住所の中に、上記のまとめた納入告知書を受取る部課名及び担当者名が括弧書きで入ります。
例） 住　　所　○○県○○市○○○○－○－○（○○県○○部港湾課庶務係　○○○○）
         債務者名　○○県知事  殿
	

	

	
	「事務担当者の住所・氏名」は、書類の訂正等の対応担当及び経費内訳書の送付先となる事務処理者をご指定下さい。
	



